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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第１区分
【発行日】平成22年5月13日(2010.5.13)

【公開番号】特開2009-266473(P2009-266473A)
【公開日】平成21年11月12日(2009.11.12)
【年通号数】公開・登録公報2009-045
【出願番号】特願2008-112661(P2008-112661)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｍ   4/62     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ   4/134    (2010.01)
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   Ｈ０１Ｍ  10/0569   (2010.01)
   Ｈ０１Ｍ  10/0568   (2010.01)
   Ｈ０１Ｍ  10/0567   (2010.01)
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   Ｈ０１Ｍ   4/13     (2010.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｍ   4/62    　　　Ｚ
   Ｈ０１Ｍ   4/02    １０５　
   Ｈ０１Ｍ   4/38    　　　Ｚ
   Ｈ０１Ｍ   4/70    　　　Ａ
   Ｈ０１Ｍ  10/00    １１４　
   Ｈ０１Ｍ  10/00    １１３　
   Ｈ０１Ｍ  10/00    １１２　
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   Ｈ０１Ｍ   4/02    １０１　

【手続補正書】
【提出日】平成22年3月18日(2010.3.18)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極および負極と共に電解液を備え、
　前記負極は、３次元の網目構造を形成する複数の金属繊維と、ケイ素（Ｓｉ）を構成元
素として有する複数の負極活物質粒子とを含む、
　リチウムイオン二次電池。
【請求項２】
　前記複数の金属繊維は、少なくとも一部同士が連結されることにより、３次元の網目構
造を形成している、請求項１記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項３】
　前記複数の負極活物質粒子の少なくとも一部は、前記複数の金属繊維による３次元の網
目構造の内部に収容されている、請求項１記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項４】
　前記金属繊維は、チタン（Ｔｉ）、鉄（Ｆｅ）、ステンレス、銅（Ｃｕ）、アルミニウ
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ム（Ａｌ）、亜鉛（Ｚｎ）、銀（Ａｇ）、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル（Ｎｉ）およびク
ロム（Ｃｒ）のうちの少なくとも１種である、請求項１記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項５】
　前記金属繊維の径Ｄは、０．５μｍ以上５０μｍ以下である、請求項１記載のリチウム
イオン二次電池。
【請求項６】
　前記金属繊維の平均断面径Ａと平均長さＢとの比Ｂ／Ａは、２以上である、請求項１記
載のリチウムイオン二次電池。
【請求項７】
　前記複数の金属繊維はシート状であり、その厚さは１０μｍ以上２００μｍ以下、空隙
率は２０％以上９５％以下、引っ張り強さは０．１Ｎ／ｍｍ以上である、請求項１記載の
リチウムイオン二次電池。
【請求項８】
　前記負極は、一方向に延在する構造を有し、
　前記負極の延在方向に沿った断面において、前記金属繊維を前記延在方向の成分と前記
延在方向に直交する方向の成分とに分けたとき、前記延在方向の成分の寸法Ｘと前記延在
方向に直交する方向の成分の寸法Ｙとの比Ｙ／Ｘは、１以下である、請求項１記載のリチ
ウムイオン二次電池。
【請求項９】
　前記負極活物質粒子は、ケイ素の単体、化合物および合金のうちの少なくとも１種であ
る、請求項１記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項１０】
　前記負極活物質粒子のメジアン径は、０．１μｍ以上３０μｍ以下である、請求項１記
載のリチウムイオン二次電池。
【請求項１１】
　前記負極は、ポリイミド、ポリアミドおよびポリアミドイミドのうちの少なくとも１種
の樹脂を含有する負極結着剤を含む、請求項１記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項１２】
　前記樹脂のうちの少なくとも一部は、炭化している、請求項１１記載のリチウムイオン
二次電池。
【請求項１３】
　前記負極は、炭素材料を含有する負極導電剤を含む、請求項１記載のリチウムイオン二
次電池。
【請求項１４】
　前記負極は、前記複数の金属繊維および前記複数の負極活物質粒子を支持する負極集電
体を含み、その負極集電体の表面の算術平均粗さＲａは、０．２μｍ以上である、請求項
１記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項１５】
　前記負極の満充電状態における単位面積当たりの電極反応物質の吸蔵量をＶ１とし、前
記負極の単位面積当たりにおける電気化学的に吸蔵可能な電極反応物質の吸蔵量をＶ２と
したとき、前記負極の利用率Ｃ（＝（Ｖ１／Ｖ２）×１００：％）は、２０％以上８０％
以下である、請求項１記載のリチウムイオン二次電池。
【請求項１６】
　３次元の網目構造を形成する複数の金属繊維と、ケイ素を構成元素として有する複数の
負極活物質粒子とを含む、リチウムイオン二次電池用負極。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】発明の名称
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【発明の名称】リチウムイオン二次電池用負極およびリチウムイオン二次電池
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００１】
　本発明は、複数の負極活物質粒子を含むリチウムイオン二次電池用負極およびそれを備
えたリチウムイオン二次電池に関する。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　本発明はかかる問題点に鑑みてなされたもので、その目的は、サイクル特性を向上させ
ることが可能なリチウムイオン二次電池用負極およびリチウムイオン二次電池を提供する
ことにある。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　本発明のリチウムイオン二次電池用負極は、３次元の網目構造を形成する複数の金属繊
維と、ケイ素を有する複数の負極活物質粒子とを含むものである。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　本発明のリチウムイオン二次電池は、正極および負極と共に電解液を備えたものであっ
て、負極が、３次元の網目構造を形成する複数の金属繊維と、ケイ素を有する複数の負極
活物質粒子とを含むものである。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　本発明のリチウムイオン二次電池用負極によれば、３次元の網目構造を形成する複数の
金属繊維と、ケイ素を有する複数の負極活物質粒子とを含んでいるので、複数の金属繊維
によって複数の負極活物質粒子間に十分な導電パスが得られる。このため、金属箔などか
らなる集電体上に活物質層が設けられた一般的な負極と比較して、集電性が向上する。こ
れにより、本発明のリチウムイオン二次電池用負極を備えたリチウムイオン二次電池によ
れば、サイクル特性を向上させることができる。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２５
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２５】
　金属繊維２の径Ｄは、０．５μｍ以上５０μｍ以下であるのが好ましい。径Ｄが０．５
μｍよりも小さいと、金属繊維２の強度が低くなるため、負極が外力を受けた場合に金属
繊維２が断線する可能性があるからである。また、径Ｄが５０μｍよりも大きいと、負極
の集電性がほとんど変わらなくなるにもかかわらず、負極の厚さだけが増してしまう可能
性があるからである。特に、十分な強度を得つつ負極の厚さを薄くするためには、径Ｄは
、１μｍ以上１５μｍ以下であるのがより好ましく、２μｍ以上１０μｍ以下であるのが
さらに好ましい。なお、径Ｄが金属繊維２の延在方向における位置によって異なる場合に
は、その最小径部分について上記した下限（０．５μｍ以上）が適用され、最大径部分に
ついて上記した上限（５０μｍ以下）が適用されるものとする。同様に、金属繊維２の断
面形状が真円でない場合には、その最小径部分について上記した下限（０．５μｍ以上）
が適用され、最大径部分について上記した上限（５０μｍ以下）が適用されるものとする
。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８０】
　吸蔵量Ｖ１については、例えば、以下の手順によって求めることができる。最初に、満
充電状態となるまで二次電池を充電したのち、その二次電池を解体して、負極２２のうち
の正極２１とセパレータ２３を介して対向している部分を検査負極として切り出す。続い
て、検査負極を用いて、金属リチウムを対極とした評価電池を組み立てる。最後に、評価
電池を放電させて放電容量を調べたのち、その放電容量を検査負極の面積で割って吸蔵量
Ｖ１を算出する。この場合の「放電」とは、検査負極からリチウムイオンが放出される方
向へ通電することを意味する。すなわち、吸蔵量Ｖ１は、負極２２と対向する正極２１か
らのリチウムの引き抜き量によって決定される値である。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９２】
　化２に示したハロゲンを有する環状炭酸エステルとしては、例えば、化３および化４で
表される一連の化合物が挙げられる。すなわち、化３に示した（１）の４－フルオロ－１
，３－ジオキソラン－２－オン、（２）の４－クロロ－１，３－ジオキソラン－２－オン
、（３）の４，５－ジフルオロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、（４）のテトラフル
オロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、（５）の４－クロロ－５－フルオロ－１，３－
ジオキソラン－２－オン、（６）の４，５－ジクロロ－１，３－ジオキソラン－２－オン
、（７）のテトラクロロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、（８）の４，５－ビストリ
フルオロメチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、（９）の４－トリフルオロメチル－
１，３－ジオキソラン－２－オン、（１０）の４，５－ジフルオロ－４，５－ジメチル－
１，３－ジオキソラン－２－オン、（１１）の４，４－ジフルオロ－５－メチル－１，３
－ジオキソラン－２－オン、（１２）の４－エチル－５，５－ジフルオロ－１，３－ジオ
キソラン－２－オンなどである。また、化４に示した（１）の４－フルオロ－５－トリフ
ルオロメチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、（２）の４－メチル－５－トリフルオ
ロメチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、（３）の４－フルオロ－４，５－ジメチル
－１，３－ジオキソラン－２－オン、（４）の５－（１，１－ジフルオロエチル）－４，
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４－ジフルオロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、（５）の４，５－ジクロロ－４，５
－ジメチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、（６）の４－エチル－５－フルオロ－１
，３－ジオキソラン－２－オン、（７）の４－エチル－４，５－ジフルオロ－１，３－ジ
オキソラン－２－オン、（８）の４－エチル－４，５，５－トリフルオロ－１，３－ジオ
キソラン－２－オン、（９）の４－フルオロ－４－メチル－１，３－ジオキソラン－２－
オンなどである。これらは単独でもよいし、複数種が混合されてもよい。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０３０５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０３０５】
　以上、実施の形態および実施例を挙げて本発明を説明したが、本発明は上記した実施の
形態および実施例において説明した態様に限定されず、種々の変形が可能である。　
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０３０６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０３０６】
　また、上記した実施の形態および実施例では、リチウムイオン二次電池の種類として、
負極の容量がリチウムの吸蔵および放出に基づいて表される場合について説明したが、必
ずしもこれに限られるものではない。本発明のリチウムイオン二次電池は、負極の容量が
リチウムの吸蔵および放出に伴う容量とリチウムの析出および溶解に伴う容量とを含み、
かつ、それらの容量の和によって表される場合についても、同様に適用可能である。この
場合には、負極活物質としてリチウムを吸蔵および放出することが可能な材料が用いられ
、リチウムを吸蔵および放出することが可能な負極材料における充電可能な容量が正極の
放電容量よりも小さくなるように設定される。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０３０７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０３０７】
　また、上記した実施の形態および実施例では、電池構造が角型、円筒型およびラミネー
トフィルム型である場合、ならびに電池素子が巻回構造を有する場合を例に挙げて説明し
たが、本発明のリチウムイオン二次電池は、コイン型あるいはボタン型などの他の電池構
造を有する場合や、電池素子が積層構造などの他の構造を有する場合についても同様に適
用可能である。
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０３０８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０３０９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０３０９】
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　また、上記した実施の形態および実施例では、本発明のリチウムイオン二次電池用負極
あるいはリチウムイオン二次電池に関し、金属繊維の構造パラメータ（径Ｄ，比Ｂ／Ａ，
比Ｙ／Ｘ）について、実施例の結果から導き出された数値範囲を適正範囲として説明して
いるが、その説明は、構造パラメータが上記した範囲外となる可能性を完全に否定するも
のではない。すなわち、上記した適正範囲は、あくまで本発明の効果を得る上で特に好ま
しい範囲であり、本発明の効果が得られるのであれば、構造パラメータが上記した範囲か
ら多少外れてもよい。このことは、上記した構造パラメータに限らず、複数の金属繊維が
シートを構成する場合の厚さ、空隙率あるいは引っ張り強さや、負極活物質粒子のメジア
ン径や、負極集電体の表面の算術平均粗さＲａなどについても同様である。
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